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平成２７年度決算に基づく山陽小野田市財政健全化判断比率の

修正に伴う審査意見について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定によ

り、審査に付された平成２７年度決算に基づく財政健全化判断比率の修

正に伴う審査をしたので、次のとおり意見書を提出する。  
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山陽小野田市財政健全化判断比率の修正に伴う審査意見書 

 

１ 審査の概要 

   この財政健全化審査は、市長から提出された平成２７年度の決算に

係る健全化判断比率（将来負担比率）の修正に伴う審査依頼に基づき、

将来負担比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正

に作成されているかどうかを主眼に審査を行った。  

 

２ 審査の結果 

 (1)  総合意見  

    審査に付された修正された健全化判断比率は次表のとおりで、そ

の算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成

されているものと認められた。  

 

(2)  個別意見  

   ア 将来負担比率  

     将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方

債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を

指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもので、一

般会計等が将来負担すべき実質的な負債額の標準財政規模等に

対する比率である。  

      将来負担比率の算定に用いる将来負担額のうち、「公営企業債

等繰入見込額」の中で、病院事業会計分が修正されたため、将来

負担比率は、60.3％から 60.2％に修正されたが、早期健全化基準

の 350.0％を下回っていた。  

      将来負担額は次の算式により算定されている。  

 

① (%)

② (%)

③ (%)

④ (%)

平成27年度

修正前 修正後

25.0

350.0

健　全　化　判　断　比　率 早期健全化基準

-

-

11.6

60.3

12.71

17.71

-

-

11.6

60.2

　※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は「-」と表記している。
　※下線部が修正箇所である。

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

将来負担比率＝

将来負担額-（充当可能基金額　+　特定財源見込額　+　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模　-　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

×100
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将来負担比率調書  平成２７年度決算  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来負担額

修

正

前

29,128,942 737,317 19,635,472 292,883 4,588,651

修

正

後

29,128,942 737,317 19,614,034 292,883 4,588,651

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

修

正

前

7,239,957 7,708,774 6,412,294 31,612,037

修

正

後

7,239,957 7,708,774 6,412,294 31,612,037

修正前 54,704,422 修正前 46,560,768

修正後 54,682,984 修正後 46,560,768

修正前 15,959,429 修正前 2,471,262

修正後 15,959,429 修正後 2,471,262

組合
負担等見込額

将来負担額　A

区
分

区
分

債務負担行為に

基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

※　下線部が修正箇所である。

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ

基準財政需要額

算入見込額

充当可能財源等　Ｂ

退職手当
負担見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

地方債の現在高

―

―
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（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

321,157 0 320,439 718 0 0

321,157 0 320,439 718 0 0

修正前 8,143,654

修正後 8,122,216

修正前 60.3

修正後 60.2

修正前 13,488,167

修正後 13,488,167

組合連結実質

赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

設立法人の

負債額等

負担見込額

将来負担比率　（％）

＝ ＝


